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 第３章 国民保護措置に要した費用の支弁等  

 

 

 

 市が国民保護措置の実施に要した費用については、原則として国が負担する

こととされており、国民保護措置に要した費用の支弁等に関する市の手続等に

ついて必要な事項を定める。 

 

 

 

 

第１節 国民保護措置に要した費用の支弁、国への負担金の請求 

 

１ 国に対する負担金の請求方法 

 

市は、国民保護措置の実施に要した費用で市が支弁したものについては、国民保

護法により原則として国が負担することとされていることから、別途国が定めると

ころにより、国に対し負担金の請求を行う。 

 

２ 関係書類の保管 

 

市は、武力攻撃事態等において、国民保護措置の実施に要する費用の支出に当た

っては、その支出額を証明する書類等を保管する。 

 

 

 

第２節 損失補償及び損害補償 

 

１ 損失補償 

 

市は、国民保護法に基づく土地等の一部使用等の行政処分を行った結果、通常生

ずべき損失については、国民保護法施行令に定める手続等に従い、補償を行う。 

 

２ 損害補償 

 

市は、国民保護措置の実施について援助を要請し、その要請を受けて協力をした

者がそのために死傷したときは、国民保護法施行令に定める手続等に従い損害補償

を行う。 
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第３節 総合調整及び指示に係る損失の補てん 

 

市は、県の対策本部長が総合調整を行い、又は避難住民の誘導若しくは避難住民

の運送に係る指示をした場合において、総合調整又は指示に基づく措置の実施に当

たって損失を受けたときは、国民保護法施行令に定める手続に従い、県に対して損

失補償の請求を行う。 

ただし、市の責めに帰すべき事由により損失が生じたときは、この限りではない。 

 

 

 

第４節 救援に関する支弁 

 

市は、国民保護の実施について、他の市町村長に応援を受けた場合は、実施者支

弁の原則の例外として、当該応援を受けた市町村が当該応援に要した費用を支弁す

る。また、当該費用を支弁するいとまがないときは、当該応援をする他の市町村に

対し、 当該費用を一時的に立て替えて支弁するよう求めることができる。 
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